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Information' s
くらしのおしらせみとよ

健康課からのお知らせ ▲

問い合わせ　健康課　☎73－3014

４月１日から市役所の組織、業務の所管が一部変わりました

▲

問い合わせ　田園都市推進課　☎73－3011　

高
齢
者
用
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

予
防
接
種
（
定
期
接
種
）

対
象
者

①
平
成
30
年
度
中
に
左
表
の
年
齢
に
達
す
る
人

　
（
４
月
初
旬
に
ピ
ン
ク
色
の
封
筒
で
予
診
票

を
送
付
し
て
い
ま
す
）

②
60
〜
64
歳
で
心
臓
、
じ
ん
臓
、
も
し
く
は
呼

吸
器
の
機
能
、
ま
た
は
ヒ
ト
免
疫
不
全
ウ
イ

ル
ス
に
よ
る
免
疫
機
能
の
障
が
い
で
、
身
体

障
害
者
手
帳
１
級
に
該
当
す
る
人

※
対
象
者
に
は
、個
別
に
予
診
票
を
送
付
し
て
い

ま
す
。

接
種
期
間

①
の
対
象
者

4
月
1
日（
日
）〜
平
成
31
年
3
月
31
日（
日
）

②
の
対
象
者

65
歳
を
迎
え
る
年
度
の
末
日
ま
で

医
療
費
の
お
知
ら
せ
通
知
に
つ
い
て

　

こ
れ
ま
で
、
医
療
費
の
お
知
ら
せ
通
知
を
年

６
回
（
２
月
・
４
月
・
６
月
・
８
月
・
10
月
・

12
月
）
郵
送
し
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
30
年
度

か
ら
年
２
回
（
１
月
・
７
月
）
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
29
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
所

得
税
等
の
医
療
費
控
除
の
申
告
手
続
き
が
、
従

来
の
医
療
費
等
の
領
収
書
添
付
か
ら
医
療
費
等

の
明
細
書
を
添
付
す
る
方
式
に
改
め
ら
れ
ま
し

た
。
こ
れ
に
伴
い
、
医
療
費
の
明
細
書
と
し
て
、

医
療
保
険
者
が
交
付
す
る
医
療
費
の
お
知
ら
せ

通
知
が
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
併
せ

て
、
７
月
以
降
の
医
療
費
の
お
知
ら
せ
通
知
に

被
保
険
者
が
支
払
っ
た
医
療
費
の
額
（
自
己
負

担
相
当
額
）
を
記
載
し
ま
す
。
医
療
費
の
お
知

ら
せ
通
知
に
記
載
さ
れ
て
い
る
医
療
費
の
額

（
自
己
負
担
相
当
額
）
と
実
際
に
支
払
っ
た
自

己
負
担
額
が
一
致
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
申

告
者
自
身
に
、
実
際
に
負
担
し
た
額
に
訂
正
し

て
申
告
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

医
療
費
の
お
知
ら
せ
通
知
は
、
国
民
健
康
保

険
が
皆
さ
ん
の
健
康
の
保
持
・
増
進
に
役
立
っ

て
い
る
こ
と
を
ご
理
解
頂
く
と
と
も
に
健
康
の

大
切
さ
を
改
め
て
ご
認
識
い
た
だ
く
も
の
で
す
。

お
手
元
に
医
療
費
の
お
知
ら
せ
通
知
が
届
き
ま

し
た
ら
内
容
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

※
期
間
を
過
ぎ
る
と
任
意
接
種
扱
い
と
し
て
全

額
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
。

接
種
回
数　

１
回

接
種
費
用　

2
’
0
0
0
円

※
生
活
保
護
世
帯
や
市
民
税
非
課
税
世
帯
に
該

当
す
る
場
合
は
、
接
種
料
金
が
無
料
に
な
り

ま
す
。
接
種
前
に
、
本
人
確
認
が
で
き
る
も

の
（
健
康
保
険
証
、
運
転
免
許
証
な
ど
）
と

印
鑑
を
持
参
し
、
健
康
課
ま
た
は
各
支
所
で

申
請
し
て
く
だ
さ
い
。
該
当
者
に
は
「
免
除

証
明
書
」
を
発
行
し
ま
す
。

接
種
方
法　

医
療
機
関
に
事
前
予
約
し
、
当
日

は
予
診
票
、
健
康
保
険
証
、
自
己
負
担
免
除
者

は
証
明
書
を
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

実
施
医
療
機
関　

三
豊
市
・
観
音
寺
市
内
の
協

力
医
療
機
関
、
香
川
県
内
協
力
医
療
機
関

国
保
人
間
ド
ッ
ク

　

受
診
申
込
書
は
、
今
回
か
ら
国
民
健
康
保
険

被
保
険
者
証
と
は
別
に
送
付
し
て
い
ま
す
の
で
、

ご
注
意
く
だ
さ
い
。

対
象
者　

国
民
健
康
保
険
加
入
者
で
、
昭
和
19
年
4
月
1

日
〜
昭
和
54
年
3
月
31
日
生
ま
れ
の
人

※
保
険
証
の
資
格
取
得
年
月
日
が
平
成
30
年
4

月
1
日
以
前
の
人
に
限
り
ま
す
。

申
し
込
み
期
間　

※
期
間
厳
守

4
月
3
日（
火
）〜
16
日（
月
）
※
土
日
除
く

午
前
8
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

※
第
一
希
望
は
先
着
順
に
決
定
し
ま
す
。

※
受
付
時
間
外
お
よ
び
郵
送
や
F
A
X
で
の
申

し
込
み
は
受
け
取
り
で
き
ま
せ
ん
。

申
し
込
み
先　

健
康
課
ま
た
は
各
支
所

お知らせ

対
象
者

接
種
期
間

接
種
回
数

接
種
費
用

接
種
方
法

対
象
者

申
し
込
み
期
間

申
し
込
み
先

実
施
医
療
機
関

業務内容を見直し、効率的な組織となるよう課の統廃合および業務の所管変更を行いました。

※市民環境部、保育幼稚園課の設置については広報2月号に掲載しています。詳しくは広報2月号をご確認ください。

課名部名 主な業務内容 変更内容 電話番号 FAX 場所

73－3022 本庁舎
２階

本庁舎
１階

本庁舎
３階

危機管理
センター
１階

危機管理
センター
１階

政　
　

策　
　

部

市
民
環
境
部

建　

設　

経　

済　

部

健
康
福
祉
部

73－3010財政経営課
（旧財政課）

予算の編成、財政管理、地方
公会計制度、行政改革、公共
施設再配置、指定管理者制
度など

公共施設の総合的マネジメント、地方
公会計制度に係る業務を強化し、財政
課を財政経営課に名称変更しました。

73－3012企業立地対策課
（新設）

産業政策課の「企業立地」に係る業務
に加え、「工業用水道対策室」の業務と、
土地開発公社の業務を所管し、企業立
地や用地取得分野を連動して実施し
ます。

企業誘致および立地、工業
用水道、土地開発公社など

本庁舎
２階

73－302273－3013産業観光課
（新設）

商工労政業務、観光交流
業務、観光資源管理業務
など

産業政策課の「商工労政、観光交流」
に係る業務を強化し、市内産業活性化
に係る施策を特化させます。

73－302073－3007環境衛生課

環境衛生施策、公害対策、一
般廃棄物処理対策および計
画、狂犬病予防、火葬場、地
球温暖化対策事業、し尿の
収集、浄化槽、集落排水など

水処理課が所管していた「し尿の収集、
浄化槽、集落排水」などの業務を所管
し、市民に密接なサービスの窓口とし
て機能します。

73－302373－3036
保育幼稚園課
（新設）

幼稚園および保育所の入
園・入所に関する手続き、
幼稚園の預かり保育、保育
料などに関する事務、支給
認定など

幼稚園および保育所の入園・入所に関
する手続きのほか、幼稚園の預かり保
育、各施設を利用するために必要な支
給認定、保育料に関する事務などを行
います。

73－3047

73－3040
農林水産課

（旧農業振興課）

農政の企画・調査、農林水
産業の振興、有害鳥獣対
策など

農業振興課の「農業振興」などの業務
に加え、港湾水産課が所管していた
「海水面に係る水産振興」などの業務
を所管し、基幹産業である「農林水産
業」に係る施策を総合的に実施します。

73－3043建設港湾課
（旧建設課）

道路河川の整備・維持管理、
砂防、がけ地対策、港湾
漁港の整備・維持管理、海
岸管理など

建設課の「道路河川の整備」などの業
務に加え、港湾水産課が所管していた
「港湾漁港の整備」などの業務を所管
し、土木行政に係る施策を一体的に実
施します。

73－304773－3048土木管理課
（新設）

道路・河川の認定・占用許可、
都市計画、登記業務、法
定外公共物管理、国道拡幅
事業など

建設課の「道路・河川の認定・占用許可、
都市計画」などの業務に加え、用地課
が所管していた「用地取得、国道拡幅
事業」などの業務を所管し、これら事
業と連携し、都市計画の見直し体制を
強化します。

－ － －

産業政策課 廃止
企業立地業務を企業立地対策課に、
商工観光業務を産業観光課に移管し
ました。

－ － －

－ － －港湾水産課 廃止
水産振興（海水面）業務を農林水産課
に、港湾漁港整備業務を建設港湾課
に移管しました。

－ － －水処理課 廃止 業務を環境衛生課に移管しました。

－ － －工業用水道対策室
業務を企業立地対策課に移管しまし
た。廃止

用地課 業務を土木管理課に移管しました。廃止

医
療
費
の

お
知
ら
せ
通
知
の

郵
送
時
期
と
記
載
内
容

が
変
わ
り
ま
す

平成30年度の高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種対象者
過去に23価肺炎球菌ワクチンの接種を受けたことのある人は除きます

６５歳

７０歳

７５歳

８０歳

８５歳

９０歳

９５歳

１００歳

昭和28年４月２日生 ～ 昭和29年４月１日生

昭和23年４月２日生 ～ 昭和24年４月１日生

昭和18年４月２日生 ～ 昭和19年４月１日生

昭和13年４月２日生 ～ 昭和14年４月１日生

昭和  8年４月２日生 ～ 昭和  9年４月１日生

昭和  3年４月２日生 ～ 昭和  4年４月１日生

大正12年４月２日生 ～ 大正13年４月１日生

大正  7年４月２日生 ～ 大正  8年４月１日生

健康


